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Japan Tax Newsletter 

デロイト トーマツ税理士法人 

2023 年 7 月 10 日 

第 2 の柱（グローバル・ミニマム課税）に関する政令（2023 年 6 月 16 日）
及び省令（2023 年 6 月 30 日）の公表について 

1. 概要

令和５年度税制改正において、2021 年 10 月に OECD/G20 の「BEPS 包摂的枠組み」において合意されたグローバル・ミニ

マム課税へ対応するため、各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税等（以下「国際最低課税」）の創設が行

われた。

2023 年 6 月に公表された政令及び省令は、OECD により公表されたグローバル・ミニマム課税のモデルルール、コメンタリー、

運営ガイダンス（OECD ウェブサイト）等に則った内容が規定されている。 

今回の政令及び省令で詳細化された主なものの例は、次のとおりである。 

(1) 外国子会社合算税制等に係る被配分当期対象租税額等（法令 155 条の 35③四、法規 38 条の 29④⑤⑥）

OECD モデルルールにおける調整後対象租税額の計算において、外国子会社合算税制等により構成会社の親会社等に課

された対象租税については、構成会社へ配分される。受動的所得に係る対象租税については配分に一定の制限がかかる

が、本邦外国子会社合算税制において全部合算課税となった場合、会社単位の合算所得を把握することとなり、受動的

所得を別途把握する必要がないことから、国際最低課税額の計算において受動的所得とそれ以外の所得を区別する必要

があるのかが従前不明確となっていた。 

省令において、外国子会社合算税制等に係る被配分当期対象租税額等は、以下のとおり区分計算した金額を合計するこ

とが明示された。 

1) 受動的所得の金額以外の所得の金額：（イーロ）× ハ

イ) 当該親会社等の当期純損益金額に係る対象租税の額（当該親会社等がその所在地国において外国税額控

除等の適用を受ける場合には、その適用がないものとして計算した場合の対象租税の額）のうち外国子会社合

算税制等により当該親会社等の益金の額に算入される金額に係る部分の金額として当該親会社等の所在地

国の租税に関する法令の規定を勘案して合理的な方法により計算した金額

Executive Summary 

◼ 2023 年 6 月 16 日に法人税法施行令の一部を改正する政令（政令第 208 号：以下「政令」）、2023 年 6

月 30 日に法人税法施行規則の一部を改正する省令（財務省令第 47 号：以下「省令」）が公表された

◼ 令和 5 年度税制改正により法制化された各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税等について、

OECD による第 2 の柱（グローバル・ミニマム課税）のコメンタリーや運営ガイダンスを基に、より詳細な定義・計算

規定等が示された

https://www.oecd-ilibrary.org/docserver/782bac33-en.pdf?expires=1688460423&id=id&accname=guest&checksum=912BA664CB9126B53E530987BB38D2AA
https://www.oecd-ilibrary.org/docserver/1e0e9cd8-en.pdf?expires=1688460475&id=id&accname=guest&checksum=615880D3D5D9FC05DBACA66ABC7F2395
https://www.oecd.org/tax/beps/agreed-administrative-guidance-for-the-pillar-two-globe-rules.pdf
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ロ) 当該親会社等がその所在地国において外国税額控除等の適用を受ける金額のうちイに掲げる金額に係る部分

の金額として当該親会社等の所在地国の租税に関する法令の規定を勘案して合理的な方法により計算した金

額 

ハ) 当該構成会社等又は共同支配会社等に係る受動的所得の金額以外の所得の金額が当該構成会社等又は

共同支配会社等に係る受動的所得の金額以外の所得の金額及び受動的所得の金額の合計額のうちに占め

る割合 

2) 受動的所得の金額：（イーロ）× ハ（ニを超える場合にはニ） 

イ) 1) イに掲げる金額 

ロ) 1) 口に掲げる金額 

ハ) 当該構成会社等又は共同支配会社等に係る受動的所得の金額が当該構成会社等又は共同支配会社等に

係る受動的所得の金額及び受動的所得の金額以外の所得の金額の合計額のうちに占める割合 

ニ) 当該構成会社等又は共同支配会社等の受動的所得の金額 × （15% － 被配分当期対象租税額（受動

的所得の金額に係る部分）が無いものとして計算した場合の国別実効税率） 

受動的所得の定義が次のとおり示され、モデルルールにおける定義と一致しているが、本邦外国子会社合算税制上の受動

的所得とは異なるものとなっている。 

受動的所得の金額とは、構成会社等又は共同支配会社等の個別計算所得等の金額に含まれる次に掲げる金額

のうち、外国子会社合算税制等により当該構成会社等又は共同支配会社等に係る親会社等の益金の額に算入

される金額の計算の基礎とされるものをいう。 

① 支払を受ける利子（これに相当するものを含む。）の額 

② 支払を受ける利益の配当（これに相当するものを含む。）の額 

③ 支払を受ける資産の貸付による対価の額 

④ 支払を受ける使用料の額 

⑤ 保険契約であって年金を給付する定めのあるものに基づいて支払を受ける年金の額 

⑥ ➀～⑤に掲げる金額に係る利益の額（これに類する利益の額を含む。）を生じさせる資産につき、その運用、保

有、譲渡、貸付けその他の行為により生ずる利益の額（➀～⑤に掲げる金額に係る利益の額を除く。） 

また、外国子会社合算税制等に係る被配分当期対象租税額は親会社等の当期純損益金額に係る対象租税の額のう

ち、外国子会社合算税制等により益金の額に算入された金額に対応する部分の金額をいい、税効果会計の適用により計

上される法人税等調整額は対象租税の額に含めない点が明示された。（法令 155 条の 35③一、四） 

(2) 共同支配会社等の範囲（法令 155 条の 12、法規 38 条の 11②、③） 

共同支配会社等の判定における請求権割合は、会社等に対する所有持分を有する者のその所有持分に係る権利の次に

掲げる区分に応じ、加重平均（①に掲げる割合に 2/3 を乗じて計算した割合と、②に掲げる割合に 1/3 を乗じて計算した

割合の合計割合）したものとして計算した割合をいう。 

① 当該会社等の利益の配当を受ける権利 

② 当該会社等の残余財産の分配を受ける権利 

いずれか一方の権利のみを有する場合には、加重平均の計算は行わない。 

 

2. 今後の見通し 

今後、国際最低課税に関する法令解釈通達や FAQ の公表等によって、更なる明確化が図られるものと考えられる。また、

OECD はグローバル・ミニマム課税について、今後更なる運営ガイダンスを公表する予定としている。 

（東京事務所 山形 創一郎、秋田 二郎） 

■ 関連サービス 今後の動向が注目されるデジタル課税について、最新情報を掲載しています。 

デジタル課税トピックス

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/it/tax-digital-topics.html


3 

 

過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 

 

問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 

東京事務所 

所在地 〒100-8362 東京都千代田区丸の内 3-2-3 

丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

 

大阪事務所 

所在地 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 4-1-1 

淀屋橋三井ビルディング 5 階 

Tel 06-4560-8000（代） 

 

名古屋事務所 

所在地 〒450-8503 愛知県名古屋市中村区名駅 1-1-1 

JP タワー名古屋 37 階 

Tel 052-565-5533（代） 

 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 

令和 5 年度税制改正トピックス  www.deloitte.com/jp/tax/tax-reform 
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